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持続可能な公共交通の実現に向け，多様なモードによる公共交通体系の整備が効果的であると考えられ

るが，公共交通の多様性に関する定量的な指標は未だ示されていない．本研究では公共交通体系を生態系

のアナロジーと捉え，生態系の階層性を考慮した生物学的多様性指標に着目した．公共交通への適用にあ

たり，運行頻度等を評価に組み込むことで，利便性を前提とした公共交通の多様性を評価する指標を考案

した．続いて，この指標によって各都市の公共交通の多様性を評価し，各都市の人口や公共交通分担率と

の関係を分析したところ，人口減少時代における公共交通衰退の類型や，利用者数維持向上に対する多様

性の重要性が示唆された．また，空間分布の考察により，新幹線駅が公共交通の階層構造に強い影響を及

ぼしていることが示唆された． 

 

 

Key Words : public transportation, sustainability, diversity index, hierarchical structure, coverage 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 研究の背景 

近年，少子高齢化や人口減少を背景に，特に人口流出

の著しい地方部においては地域公共交通の利用者数は減

少の一途を辿っており，公共交通の持続性の向上が様々

な観点から議論されている．本研究は，公共交通体系の

多様性を持続可能性の前提条件と位置づけ，現状の都市

における多様性の評価を試みるものである． 

国土交通省 1) 2)によると，多様な公共交通手段を適材

適所に配置することで，運行経費を抑制し，人口減少下

においても広域な公共交通網を維持できるほか，多様化

する移動ニーズに対応でき，移動手段として公共交通が

利用者に選択されやすくなるなどの効果が期待できると

されている．しかしこれらは定性的に語られているに過

ぎず，効果を定量的に示しているわけではない。また、

既往研究においても、交通整備に関する評価や交通ネッ

トワークに関する評価を扱った研究 3) - 5)は多数存在する

が、公共交通の多様性に着目した研究は乏しい．波床 6)

は、交通と多様性を扱った研究を行ったが、地域機能や

交流先の多様性に着目しており、公共交通自体の多様性

に焦点を当てたものではない。このように，公共交通の

モードが多様であることがどのような効果をもたらすか

は未だ定量的に明らかにされていないのが現状である． 

 

(2) 本研究の目的 

公共交通における多様性を評価するにあたり，単に種

数の多さではなく，都市間・都市内交通，大量輸送機

関・小回りの利く交通など，各交通モードの役割に応じ

た評価をすべきであると考えられる．そして，その役割

ごとに階層性をもって公共交通体系を形成することが望

ましい姿であると考えたため，本研究では公共交通にお

ける階層的な多様性の概念を具体化および定量化する．  

さらに，考案した指標を用いて現状の都市における公

共交通の多様性を定量的に評価し，人口や公共交通分担

率などとの関係分析や，地域特性抽出のための空間分析
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を行うことで，持続可能な公共交通体系の実現に向けた

考察を行うことを本研究の目的とする． 

 

 

2. 多様性の評価に関する既往研究 

 

(1) 従来の生物学的指標 

多様性に関しては，生物学分野で比較的古くから研究

の蓄積が見られ，いくつかの評価指標が考案されている．

本節では主に大垣 7)により解説されたものを参考に，生

物学的多様性指標の紹介をする． 

多様性を測る尺度で最も単純なものは対象エリア内で

見つかった総種数であるが，各種の個体数の情報が考慮

されていない．それを解決するため，Simpson は確率論

に基づいた指標を，Shannon-Wiener は構成比の情報エン

トロピーに基づいた指標を考案した． 

 

(2) 分類の情報を組み込んだ多様性指標 

 生物学分野では長らく，前節で紹介した多様性指標が

用いられていたが，これらは分類の情報が組み込まれて

いないという問題点があった．例えばサバンナゾウ，マ

ルミミゾウ，インドゾウ，セイロンゾウが存在した場合

も，ゾウ，シマウマ，トラ，ライオンが存在した場合も，

どちらも 4種類として多様性が評価されるのである．生

態系が階層構造であることを考えると，類似度が異なる

種が存在する生態系の方が，より多様であると評価する

べきだと考えられる．それを解決するため，Warwick and 

Clarke 8)は，分類の情報を各種間の分類学的距離によっ

て定量化することで，分類の情報を組み込んだ指標を考

案した．分類学的距離の定義を以下および図-1に示す． 

 

i 番種と j 番種が、同じ種なら 0 

   〃     異なる種だが同じ属であるときは 1 

   〃     異なる属だが同じ科であるときは 2 

   〃     異なる科だが同じ目であるときは 3 

（以下同様） 

 

 

図-1 分類学的距離の定義 

また，Warwick and Clarkeが考案した多様度指標Δ＊を以

下の式(1)に示す。 

 

∆∗= ∑ ∑ 𝜔𝑖𝑗 ∙ 𝑛𝑖 ∙ 𝑛𝑗

𝑆

𝑗=1

𝑆

𝑖=1

∑ ∑ 𝑛𝑖 ∙ 𝑛𝑗

𝑆

𝐽=1

𝑆

𝐼=1

⁄  (𝑖 > 𝑗) (1) 

S：種数 ni：i番種の個体数 nj：j番種の個体数 

ωij：i番種と j番種の分類学的距離 

 

 まずは式(1)の分子に注目する．ΣΣの部分は，i > j であ

ることから，調査エリア内のすべての種の組み合わせに

ついて考えるということを表している．つまり，ΣΣを

展開すると，分子は S(S-1)/2 項の和で表わされるという

ことになる．このことから，この部分は「種数データ」

であるといえる． 

 ωijは先ほど説明した分類学的距離であるが，種同士の

類似度が低いほど加点するというイメージである．この

部分は「階層性データ」であるといえる． 

 ni, njについても同様に，各種の個体数が多いほど加点

するというイメージであり，この部分は「個体数データ」

であるといえる． 

 続いて分母に注目する．これは全種が同属であった場

合，すなわち ωij＝1である場合を仮定したものであり，

これで割ることにより，Δ＊はサンプルと同種数．同個

体数分布で全種同属の仮定的最単純群集からの隔たりを

求めていることになる．つまりは種数と個体数を標準化

した中での分類学的バラエティを表しているといえる． 

 これにより，生態系の階層構造を考慮した多様性の評

価が可能となった． 

 

 

3. 公共交通の多様性の評価 

 

(1)  分類学的尺度の公共交通への適用 

 公共交通の体系的な多様性を表現する上でも，単な

る種類の多さではなく，階層構造が機能的である様を多

様と評価すべきであると考えられる．よって本研究では，

公共交通の階層構造を生態系のアナロジーとしてとして

捉え，分類学的尺度の公共交通への適用を考える． 

 公共交通は生物のように，属・科・目・網…と分類さ

れていない．それどころか，どこまでを 1つの種と考え

るかも明確ではない．従ってまずは分類をする前に，生

物では種にあたる各交通モードの定義を行う必要がある．

国土交通省等の資料を探しても，特に定義されているも

のは見当たらなかったので，本研究においては独自に定

義する． 

 なお，公共交通における分類の意義は，各公共交通の

役割を考慮できる点である．各公共交通には長所短所が
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あり，例えば鉄道は速達性や定時性が長所であるが，小

回りが利かない，乗車までのアクセスがバス等より困難

などといった短所があり，バスはその逆であると考えら

れる．そのような各交通の短所を，他の公共交通の長所

でカバーできるのが多様な公共交通の強みである．この

ことを考慮し，本研究における分類の定義は，各交通の

役割・長所短所に注目した分類であることに注意された

い． 

以上を踏まえ，本研究における公共交通の種の定義を

図-2に示す．なお，同時に分類学的距離の定義も示し，

解説を行う．海上交通や航空交通については本研究では

取り扱わないが，将来的に考慮する可能性があるため．

暫定的に定義している．解説にあたっては，本研究にお

いて取り扱う交通のみとする． 

まずはこの中で最も大きな分類である，生物学におけ

る目に相当する分類についてであるが，こちらは都市間

交通と都市内交通で役割が全く異なることから，都市間

交通網と都市内交通網の 2つに分類した． 

 次に科に相当する分類についてであるが，こちらは都

市間交通，都市内交通ともに鉄軌道の有無で分類してい

る．なお，新交通システムの中には無軌道交通である

BRTも含まれているが，鉄軌道と類似した役割を持つ専

用レーンを走行する場合もあるので，鉄軌道交通に分類

している． 

 最後に属に相当する分類についてであるが，都市内鉄

軌道交通においては結節点の多さ（都市内でネットワー

クを形成しているか）で分類している．都市間鉄軌道交

通は新幹線かそれ以外で分類している．バス交通に関し

ては，都市内，都市間ともに同科であれば同属とする． 

 

 

図-2  公共交通の種と分類学的距離の定義 

 

(2) Warwick and ClarkのΔ＊の公共交通への適用 

 前節では分類学的尺度の公共交通への適用を考えたの

で，本節で Warwick an Clarkの Δ＊式の公共交通への適用

を考える．Δ＊の式では種の個体数データが登場したが，

公共交通における個体数に相当する指標とは何であろう

か．真っ先に思いつくのは事業者の数であるが，大都市

を除けば 1つの交通モードに複数の事業者が存在するケ

ースはあまり多くない上，そもそも同様の効用を示す交

通を複数事業者が運営する利点は考え難い．そこで本研

究では，各公共交通の空間的な広がりと時間的な広がり

を個体数に相当する指標として適用することを提案する． 

 空間的な広がりとは，具体的には各公共交通の都市内

における路線延長や駅数である．大阪メトロ（大阪府）

を例に考えてみると，この交通は主に大阪市内でネット

ワークを形成した交通であるが，吹田市，門真市，守口

市，東大阪市，八尾市，堺市においても末端区間として

わずかに路線が伸びている．この場合，存在しているか

否かを示すデータ（以下，存・不存データ）だけでは，

上記の 7都市はすべて同じ評価となってしまう．そこで，

空間的データを導入することで，差別化を図ることがで

きる．路線延長や駅数は種の空間的個体数といえるだろ

う．なお，路線延長は連続値によるデータが得られると

いった利点があるが，主に山岳地域の蛇行している路線

では過大評価してしまうため，路線延長と駅数の２つで

空間的広がりを評価する． 

 時間的な広がりとは，具体的には運行頻度である．例

えば JR 山手線（東京都）では 3~4 分毎に列車がやって

くるが，JR札沼線（北海道）の末端区間では，1日 1往

復しか列車がやってこない．これらはやはり差別化すべ

きであることは自明である．運行頻度は種の時間的個体

数といえるであろう． 

 個体数に相当する指標として，路線延長，駅数，運行

頻度の 3つの指標（以下，時空間データ）を提案したが，

これらはすべて数字のスケールが異なるため，標準化す

る必要がある．また，交通モード間での有利・不利の差

が激しい．例えば新幹線と地下鉄では，駅数の値がまる

で違ってくるであろう．こうした事態を避けるために，

交通モード間においても標準化する必要がある．そのた

め，公共交通の空間的・時間的なカバレッジを個体数と

見立てて考える． 

 以上のことを踏まえ，個体数に相当する標準化した指

標，時空間カバレッジεを式(2)のように定義する． 

     𝜀𝑖𝑥 = {

1 +
𝑎𝑖𝑥 − 𝑎𝑖𝑎𝑣𝑒

𝑎𝑖𝑚𝑎𝑥 + 𝑎𝑖𝑎𝑣𝑒

 (𝑎𝑖 > 𝑎𝑖𝑎𝑣𝑒)

1 +
𝑎𝑖𝑥 − 𝑎𝑖𝑎𝑣𝑒

𝑎𝑖𝑎𝑣𝑒 − 𝑎𝑖𝑚𝑖𝑛

 (𝑎𝑖 < 𝑎𝑖𝑎𝑣𝑒)
     (2)

 

 εi：交通種別 iの時空間カバレッジ，ai：交通種別 iの時空間的データ 

 aimax, aimin, aiave：交通種別 iの時空間的データの最大値，最小値，平均値 

地下鉄

路面電車

新交通システム

都市内完結鉄道

路線バス

コミバス

デマンド交通

高速フェリー

近距離フェリー

水上タクシー

新幹線

JR在来線

第三セクター

民鉄

高速バス

長距離フェリー

航空機

多結節鉄軌道

少結節鉄軌道

無軌道

海上交通

高速鉄道

普通鉄道

無軌道

海上交通

航空交通

都市内交通 都市間交通
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 式(2)における添え字の iは「交通種別 i」，xは「都市

x における」の意である．すなわちこの時空間カバレッ

ジは，各都市の各交通に対しそれぞれ算出することに注

意されたい． 

 a（時空間的データ）には，路線延長，駅数，1 時間

当たりの 1方向発車本数のいずれかを用いる．なお本研

究では，路線延長による εix 路，駅数による εix 駅，発車本

数による εix発の 3つを算出し， εix  = ( εix路 + εix駅 +2εix発 ) / 4 の

式によって時空間カバレッジを算出する．発車本数によ

る時空間カバレッジを 2倍しているのは，空間的データ

と時間的データの影響を同等にするためである． 

 時空間カバレッジは，対象とする都市，対象とする交

通の時空間データを他都市の同交通モードと相対的に評

価しており，対象データが同交通全データ内で最大値で

あれば2，最小値であれば0，平均値であれば1となる． 

 

(3) 公共交通の多様性の評価指標 

 以上で定義した指標を用いて，公共交通の階層的な多

様性を評価する指標である，公共交通多様性指数Diptem 

(多様度)を式(3)に定義する． 

 

𝐷𝑖𝑝𝑡𝑒𝑚𝑥 = ∑ ∑ 𝜔𝑖𝑗 ∙ 𝜀𝑖𝑥 ∙ 𝜀𝑗𝑥

𝑆

𝐽=1

 (𝑖 > 𝑗)

𝑆

𝑖=1

(3) 

      S：都市 xに存在する公共交通の種数  

    εix：都市 x交通 iの時空間カバレッジ  

    ωij：i番種と j番種の分類学的距離 

 

 Warwick & Clarkeの Δ＊と比べると，個体数を時空間カ

バレッジに置き換えていることに加え，この式では種数

と時空間カバレッジによる標準化は行っていない．これ

は単に，公共交通の多様性調査においては全数調査であ

ることが理由である．なお，時空間カバレッジ自体が標

準化された指標であるが，これはスケールの統一と交通

モードによる性質の差を考慮したものであり，Δ＊の標

準化とはまた意味が違う． 

 また，各変数のスケールに注目すると，ωは0~4，εは

0~2(×2)であり，離散値，連続地の違いはあるものの，

公共交通の階層性データと時空間データを同等に考慮し，

多様性を評価した指標であるといえる． 

 

 

4. 公共交通の多様性指数の算定 

 

(1)  研究対象地域の選定と算出エリアの設定 

 本研究の調査対象地域は図-3 で示す通り，近畿地方

(三重県を除く)，四国地方，中国地方とする．選定にあ

たっては，持続可能性を考えるうえで，東京一極集中に 

 

図-3 調査対象地域 

 

よる人口流出が起きている地域であること，日本を代表

する大都市（大阪市；橙），コナベーション（京都市-

大阪市-神戸市；橙)，地方部の政令指定都市（広島市，

岡山市；黄），国土軸上にある中核都市（福山市，呉市，

倉敷市，下関市など；緑），国土軸上にない中核都市

（松江市，鳥取市，高知市など；青）といったように，

様々な特性を持った都市，都市群が存在することが理由

である．研究対象地域には市町村（以下，都市）単位で

は計399都市，都市雇用圏単位では計36都市雇用圏存在

しており，多様度算出にあたっては都市単位の多様度と

都市雇用圏単位の多様度を算出する． 

 なお，都市雇用圏とは，金本ら 9)により提案された都

市圏設定であり，中心都市をDID人口1万人以上，郊外

都市を中心都市への通勤率が 10％以上の市町村とした

ものである． 

 

(2) データの収集方法 

 多様度の算出にあたっては，各公共交通の存・不存デ

ータ，路線延長データ，駅数データ，運行頻度データが

必要である． 

 鉄軌道交通に関しては，国土数値情報の鉄道データ 10)

と e-Stat の市区町村境界データ 11)により，存・不存デー

タ，路線延長データ，駅数データを収集し，Yahoo!路線

情報の各駅時刻表 12)により，運行頻度データを収集する． 

 一方で，バス交通に関しては，一部路線バスやコミュ

ニティバス，デマンド交通の路線延長データ，駅数（停

留所数）データ，運行頻度でデータを得ることが非常に

困難であったため，路線バス，高速バスにおいては国土

数値情報のバスルートデータ 13)と e-Stat の市区町村境界

データによって，コミュニティバス，デマンド交通にお

いては国土交通省が公表しているコミュニティバス等リ

スト 14)によって存・不存データのみ収集する．時空間カ

バレッジは全て 1とする． 

 

(3) 公共交通多様性指数の算出 

 以上で述べた方法によりデータを収集し，研究対象

地域内の都市単位および都市雇用単位の多様度を算出し

た．都市単位多様度の空間分布を図-4に，都市雇圏単 
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位多様度の空間分布を図-5 に示す．これらの空間分布

をみると，人口の多い大都市や新幹線沿線都市において

多様度が高い傾向にあると思われる． 

 

 

5. 多様度から見た維持困難地域 

 

(1) 多様度と人口の関係分析 

 多様度と，各都市および各都市雇用圏の人口との関係

について分析する．なお，人口に関するデータは平成

27年度国勢調査 15)を用いる．都市単位の多様度と人口の

散布図を図-6に，都市雇用圏単位の多様度と人口の散布

図を図-7 に示す．都市人口と多様度の相関係数は 0.935，

都市雇用圏人口と多様度の相関係数は 0.959となった． 

このように，様度は人口と強い相関をもつ指標である

ことが示された．人口に影響されて多様度が変化する，

という発想はごく自然であると考えられるので，今後さ

らに人口減少が進むにつれ，公共交通の多様性は低下し

ていくことが懸念される． 

 

(2) 人口と多様度を変数に用いたクラスター分析 

 続いて，類似都市を把握するため，多様度と人口を用

いた都市のクラスター分析を行った． 

クラスターは 5つとなり，その空間分布を図-8に，散布

図を図-9に示す． 

 

 

図-4 都市単位Diptm値（多様度）の空間分布 

 

 

図-5 都市雇用圏単位Diptm値（多様度）の空間分布 

 
図-6 . 都市単位Diptm値（多様度）と人口の散布図 

 

 

図-7 都市雇用圏単位Diptem値（多様度）と人口の散布図 

 

 

図-8 都市のクラスター分析（空間分布） 

 

 

図-9 都市のクラスター分析（散布図） 
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図-10 多様度からみた鉄道維持困難地域 

 

 クラスター4, 5は人口数，多様性ともに高く将来的に

現在の公共交通体系を持続的に維持できる都市群である

といえる．一方で，クラスター1, 2は人口と多様性の低

下がすでに進行している都市群であり，現在の公共交通

体系維持は困難であると思われる．実際，図-10で示す

通り，クラスター1, 2の都市群へ延びる鉄道路線はすで

に廃止された，または廃止が懸念されている状況である．

こうした地域では，徳島県海陽町，東洋町などで検討さ

れている鉄道のDMV化といったような，新たな取り組

みが必要であろう．また，クラスター3はボーダー領域

であり，今後の維持方策によっては持続可能な公共交通

が実現しうる都市群であると考えられる．以降は主にク

ラスター3, 4, 5の都市群に注目して分析，考察を行う． 

 

 

6. 新幹線が公共交通の多様性に及ぼす影響 

 

(1) 新幹線自体の影響を取り除いた多様度 

 新幹線沿線の都市は多様度が高い傾向にある．しかし，

これは新幹線自体が１つの交通モードであるため，多様

度の数値を引き上げていることも要因である．そのため，

新幹線を考慮せず，その他11種類の公共交通によって都

市単位の多様度を再算出した．その空間分布を図-11に

示す． 

 新幹線自体の影響を取り除いても，依然として多様度 

は高い．ましてや，都市間交通大きな部分を占めている 

 

 

図-11 新幹線の影響を取り除いた都市単位Diptm値 

と思われる存在を取り除いてこの結果であることから，

新幹線沿線都市は，新幹線以外の交通，特に都市内交通

が強靭であること示していると考えられる． 

 

(2) 新幹線が公共交通の多様性に及ぼす影響の考察 

公共交通の階層構造は，図-12 で示すようなピラミッ

ド型であると考えられる．新幹線はその頂点に位置し，

都市間交通と都市内交通の重要な接点である．ピラミッ

ドの頂点が高ければ裾野が広がることから，多様度は必

然的に高くなると考えられる．一方で，新幹線が存在し

なければピラミッドの頂点が低くなり，裾野も狭くなる

ことから，多様性は低くなると考えられる．今回算出し

た多様度は，この発想と矛盾のない結果を導き出したと

いえる．また，多様度はそもそも階層構造を仮定した指

標であったが，その仮定とも矛盾のない結果となったと

いえるであろう． 

 

(3) 多様度からみた地域課題の抽出 

 新幹線沿線都市において，相生市と尾道市，東広島市

は多様度が低い結果となった．また，山口市は決して多

様度が低いわけではないが，県庁所在地であること，都

市雇用圏の中心都市であること，のぞみ停車駅であるこ

とを考慮すると，あまり高くない結果であるといえるだ

ろう．このうち，山口市と尾道市，東広島市に共通して

いることは，新幹線駅が都心部から離れている点である．

新山口駅は山口駅からJR在来線で20~25分，新尾道駅は

尾道駅から路線バスで 15 分，東広島駅は西条駅からバ

スで20分の距離にある．新大阪駅が梅田から地下鉄で6

分，新倉敷駅が倉敷駅から JR在来線で 10分であること

などを考えると，やや離れているといえるであろう．ま

た，相生市，尾道市，東広島市に共通していることは，

新幹線の本数が少ないという点である． 

 これらの理由により，これらの都市では新幹線が公共

交通の階層構造の頂点として十分に機能できず，健全な

ピラミッドが形成できなかったことから，多様性が低い

結果になったと考えられる． 

 このことから，少なくとも多様性の観点では，新幹線 

駅の整備においては市街地になるべく近い場所に立地す 

 

 

図-12 公共交通の階層構造 

クラスター

廃線が懸念される（76km） 予土線

江津～三次間の廃線（108㎞）三江線

Cl_1
Cl_2
Cl_3
Cl_4
Cl_5

廃線が懸念される（81㎞）木次線

DMV化

2018年
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ること，十分な本数が見込めることが重要であると考え

られる．また，上記の都市では，新幹線駅を生かした新 

たな公共交通体系，新しい交通サービスが必要であると

いえる， 

 

 

7. 持続可能な公共交通の実現に向けた考察 

 

(1) 多様度と公共交通分担率との関係分析 

 公共交通の持続可能性を考える上で，重要となる指

標は公共交通の分担率（以下，分担率）であろう．人口

指標は公共交通以外の要因によって低下するが，分担率

は公共交通の利便性によって維持向上が可能であり，持

続可能な公共交通の実現には分担率の維持向上が必要不

可欠であるといえる． 

 まずは，分担率と多様度との相関分析を行った．しか

し，結果は相関係数 0.649 と，相関が強いとは言い難い

結果となった．しかし，特性による都市の絞り込みを行

ったうえで，人口指標を用いながら各都市の分担率と D

多様度との比較を行うと，関係性が見えてくる．次節で

はそれについて詳しく解説する．なお，分担率のデータ

は平成 27 年度全国都市交通特性調査 16)を用いた．分担

率のデータは対象地域において 22 都市に限られている

ことに注意されたい． 

 

(2) 絞り込み条件下における多様度と分担率の関係 

 図-13 は，多様度と人口，ならびに人口×分担率との

関係を，大阪市を 1として規準化して整理したものであ

る．人口×分担率は，利用者数に見立てた指標である．

まずは人口規模，多様度が高い大都市に注目すると，大

阪市，神戸市と比べ，京都市，広島市，堺市は多様度の

低さに起因して利用者が少ない傾向にある． 

 

 

図-13. 多様度と人口および人口×分担率（全体） 

 

図-14 多様度と人口および人口×分担率（原点付近） 

 

 

図-15 中心都市における1人あたりの多様度と分担率 

 

 続いて，比較的人口規模，多様度が小さいエリアを拡

大したもの（図-13の青色の部分）を図-14に示す． 

 こちらは呉市，徳島市，松江市，松山市，高知市とい

った地方都市に注目すると，やはり多様度の低さに起因

して，利用者が極めて少ない傾向にあるといえる． 

 また，各都市雇用圏の中心都市のみを抽出し，一人当

たりの多様度（多様度を人口で除したもの）と分担率と

の関係を分析すると，図-15 で示すように，西日本国土

軸上の都市では強い相関がみられた． 

 

(3) 中心都市を考慮した多様度と分担率の関係 

 分担率により都市を並べ替えると，表-1のようになる．

なお，呉市は都市雇用圏においては正確には独立した都

市圏であるが，国土交通省における都市圏の定義では広

島市と同じ都市圏であると記されているため，本節では

広島都市圏として扱う． 

 ここで注目すべきは各都市が属する都市雇用圏の中心

都市である．多様度が高い中心都市が形成する都市圏に
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属する都市は，いずれも分担率が高い．特に，豊中市，

奈良市，宇治市，呉市などは他の地方都市と多様度の差

はほとんど無いが，分担率の差は明確に現れている． 

 この結果を踏まえて，都市雇用圏の周辺都市の多様度

を，その都市の多様度と同都市雇用圏中心都市の多様度

の平均値に置き換えて，分担率との関係を分析したとこ

ろ，図-16 に示す通り．強い相関がみられた．この結果

から考えられることは，周辺都市の分担率は，自都市の

多様度だけでなく，中心都市の多様度に大きく影響を受

けているということであるが，もう少し深い考察が可能

である．そもそも中心都市と周辺都市の関係とは，周辺 

 

表-1 分担率による都市の並び替え 

 

 

 

図-16 中心都市を考慮したDiptm値と分担率の散布図 

都市から中心都市への通勤割合が高いということである．

通勤割合が高いということは当然通勤により周辺都市か

ら中心都市への移動需要が高まるわけだが，それに加え

通学，買い物等による移動需要も考えられる．つまりは，

自都市を出発地，中心都市を目的地とした移動ケースが

多いというわけである． 

 このことを踏まえて，単純な都市ごとの分析では相関

が弱く，中心都市を考慮した分析では相関が強かったこ

とを考えると，出発地および目的地の双方の多様性が十

分に存在することで，はじめて公共交通が利用者に選択

されやすくなる，つまりは一定の分担率が得られるとい

えるであろう．また同時に，ある都市の公共交通の低下

は，その都市を目的地とする近隣都市の公共交通の分担

率に大きな悪影響を及ぼしかねないともいえる． 

 そのため，分担率の維持向上のためには，都市圏内の

全体的な多様性の向上が有効であると考えられる．つま

りは多様な交通モードによる公共交通体系の整備は，良

い効果をもたらすという定性的な意見に対し，定量的に

支持できる結果であるといえる．また同時に，持続可能

な公共交通の実現のためには多様度の低下は避けるべき

事態であるといえる． 

 

(4) 都市単位及び都市雇用圏単位の多様度と人口を変数

に用いた都市のクラスター分析 

 持続可能な公共交通の実現には多様度低下は避けるべ

き事態であるが，人口と多様度は強い相関関係があるた

め，今後の人口減少により多様度は低下してしまうと予

想するのが自然であろう．それを回避するために，多様

度が低下すると予想される都市に対し，公共交通の維持

方策を考えていく必要がある． 

 しかし，都市ごとに特性や置かれている状況が異なる

ことから，当然維持方策も各都市に適したものを提案し

なければならない．ただ，ある程度類似した都市は維持

方策も類似してくるであろうと思われるので，本研究で

はクラスター分析により，持続可能な公共交通の実現に

向けた，類似都市の把握を行う． 

 

表-2  都市雇用圏を考慮した都市のクラスター分析 
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 もっとも，一度クラスター分析は行ってはいるが，前

節で述べた通り，一都市だけでなく，都市圏全体での多

様性が重要であると考えられるため，本節では都市雇用

圏の中心都市に注目し，都市単位の人口と多様度，なら

びに都市雇用圏単位の多様度と人口の 4つを変数とした

クラスター分析を行った．結果を表-2に示す． 

 クラスターは 6つに分類された．各クラスターをみて

いくとEcl_1, 2, 3は人口に相応する多様度をもつ都市群，

Ecl_4, 5, 6は人口に対し多様度が低い傾向にある都市群で

あった．次節では，この結果を用いた考察を行う． 

 

(5) 公共交通衰退の 3つの類型 

都市雇用圏の多様性中心依存度を式(4)に定義する． 

 

  多様性中心依存度 

  =
中心都市の多様度 都市雇用圏の多様度⁄

中心都市の人口 都市雇用圏の人口⁄
  (4) 

 

分子は，都市雇用圏全体の多様度のうち，中心都市の多

様度がどれだけ占めているかを表す．ただ，これだと多

様度が大きくなれば依存度にかかわらず大きくなるので，

人口の中心依存度で除すことにより標準化している． 

 図-17 には，多様性中心依存度と中心都市の多様性と

の関係を示した．このように，前節で示したクラスター

により，明確な差が表れた．クラスター1, 2, 3 は人口に

相当する多様度をもつ都市群であった．そのため，人口

減少に伴う公共交通の多様性低下は水色で示した左斜め

下方向であるといえるであろう．次に，このベクトルを

左方向と下方向に分解する．下方向は中心都市の多様度

が変化せず，中心依存度が高くなるため，郊外都市にお

ける公共交通の多様性低下を意味している．左方向はグ

ラフ上では中心都市の多様性低下を意味しているが，そ 

 

 

図-17 多様性中心依存度と中心都市のDiptm値（多様度） 

 

図-18 公共交通衰退の３つの類型 

 

の先に人口に対して多様度が低い都市群があることから，

人口減少以上の公共交通の多様性低下を意味していると

いえる． 

 以上のことから，公共交通の衰退は図-18 で示すよう

な 3つの類型で表すことができる． 

そして，持続可能な公共交通の実現には，各類型に応じ

た維持方策が必要であるといえる． 

 

 

8. おわりに 

 

(1) 本研究の成果 

 本研究は，人口減少に起因する公共交通の維持問題に

対し，公共交通体系の多様性を持続可能性の前提条件と

位置づけ，現状の都市における多様性の評価を試みた．

本研究の成果は以下の通りである． 

 分析に先立って，階層構造を定量的に評価する「分類

学的距離」を公共交通に適用した定義，ならびに時間的，

空間的な広がりを生物学における個体数と捉えた時空間

カバレッジの定義を示し，それを用いて公共交通の多様

性を評価する指標である公共交通多様性指数Diptmを考

案した．この指標により，階層性，並びに時間的，空間

的な広がりを考慮した公共交通の多様性を評価すること

が可能となった． 

続いて，考案した指標によって算出した多様度と人口

の関係分析により，人口減少に伴って多様度が低下する

可能性が示唆されたほか，クラスター分析により，多様

性の観点による持続可能な公共交通の実現が困難である

と思われる都市群や，多様性の観点に力を入れて取り組

むべき都市群を示した．加えて，新幹線駅立地都市に注

目した考察を行うことにより，新幹線を頂点とする階層

構造階層構造の強靭性を示したほか，地域課題の抽出を

行った．最後に，多様度と分担率の関係性を明らかにす

ることで，持続可能な公共交通の実現に向けた公共交通
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の多様性確保の重要性を確認したほか，都市と都市雇用

圏の２つの空間単位を階層的に扱うことにより、都市圏

単位の多様性と都市単位の多様性の関係から公共交通衰

退の3つの類型が示唆された． 

 

(2) 今後の展望 

 最後に今後の展望について言及する．本研究では持続

可能な公共交通の実現に向けた多様性確保の重要性を確

認した上で，公共交通衰退の3つの類型を示したが，各

類型に対する効果的な維持方策は示していない．よって，

今後は持続可能な公共交通の実現に向けた具体的な施策

を考えていく必要があり，そのためには調査範囲の拡大

や時系列変化の観察等により新たな知見を見出していく

ことが必要である． 

 また，昨今のCOVID-19の影響により，利用者の交通

へのニーズはさらに多様化すると考えられる．移動快適

性や（感染対策としての）安全性などを評価指標に盛り

込んだ多様性指標に改良していく必要もあるだろう． 
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RESEARCH ON THE HIERARCICAL DIVERSITY  

AND SUSTAINABILITY OF PUBLIC TRANSPORTATION 

 

Ryota NAKASE, Yasasuchika AOKI, Kento YOH and Kenji DOI 

 

 A variety of transportation options is one of the important concept for transport planning to develop sustainable public 

transport systems. Previous studies have rarely developed quantitative methods to evaluate the performance of transportation di-

versity. This research thus aims to develop measurement indicators to assess transportation diversity on the basis of biodiversity 

indicators. We take account of the latent correlation between the measurement of transportation diversity and sustainable trans-

portation indicators, and examine the spatial distribution of the transportation diversity. In consideration of the hierarchy of public 

transport networks, we present a hierarchical scheme of classification based on the classification of biodiversity. Taking the oper-

ation range and service frequency of public transport modes into account, the convenience in each mode is also examined. The 

analytical results demonstrate that to increase the public transport usage especially in the period of depopulation, it is crucial to 

diversity . This research also reveal that high-speed train stations are instrumental in the hierarchy of public transport networks. 
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